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【市    章】 

 

「伊」の文字をモチーフにし、山々に囲まれた  

自然豊かな市のイメージと未来へ向かい躍進する  

市民の姿を表現しています。  

人が輝く、地域が輝く、住み良さが実感できる  

自立と共生のまち、伊賀市をシンボライズして  

います。  

 

 

 

【市 民 憲 章】 

 

私たち市民は、次の６つの原則により自治を進め、“ひとが輝く 地域が

輝く”伊賀市のまちづくりの実現を目指し、この憲章を定めます。  

 

一 まちづくりに関する情報をみんなで共有します。 

一 まちづくりには、みんなが参加できるようにします。 

一 まちづくりは、みんなでつくった計画に基づき実施します。 

一 まちづくりは、まず自らが行い、さらに地域内で助け合って進めます。 

一 まちづくりは、互いに連携・協力しながら進めます。 

一 まちづくりの実施を評価し、次の活動に活かします。 

 

（平成 16年 11月 1日制定） 



【位　置　図】

【市役所の位置】　三重県伊賀市四十九町3184番地

【市 制 施 行】　 平成16年11月1日（1市3町2村合併）

　　　　　　　　〔 上野市、島ヶ原村、伊賀町、阿山町、大山田村、青山町 〕

【面　　　　積】　558.23ｋ㎡

　　　　　　　　〔 森林 約62％、農用地 約14％、宅地 約5％ 〕

青山支所

大山田支所

伊賀支所

本庁

阿山支所

島ヶ原支所

 ２
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【市 の 概 要】 

  当地域は三重県の北西部に位置し、北は滋賀県、西は京都府、奈良県と接していま

す。近畿圏、中部圏の２大都市圏の中間に位置し、それぞれ約１時間の距離です。 

  地形は北東部を鈴鹿山系、南西部は大和高原、南東部を布引山系に囲まれた盆地を

形成しており、低地・台地は少なく、丘陵地が多くなっています。このため、限られ

た平地や台地を農地や宅地として利用しています。水系は大阪湾に流れ込む淀川の源

流域であり、近畿圏域の水源地となっています。 

  また、当地域は京都・奈良や伊勢を結ぶ大和街道・伊賀街道・初瀬街道を有し、古

来より都に隣接する地域として、また、交通の要衝として、江戸時代には藤堂家の城

下町や伊勢神宮への参宮者の宿場町として栄えてきました。 

  このような地理的・歴史的背景から京・大和文化の影響を強く受けながらも独自の

文化を醸成し、俳聖松尾芭蕉や伊賀流忍者や横光利一のふるさととして、また、吉田

兼好ゆかりの地としても広く知られており、歴史文化の薫る地域となっています。 

  平成 28年 10月には京都府笠置町及び南山城村と、令和元年 10月には奈良県山添村

と定住自立圏形成協定を締結し、伊賀市を中心市とした「伊賀・山城南・東大和定住

自立圏」を形成しました。 

 

 

【人 口】 82,685人 （令和８年３月 31日現在） 

        〔 男：40,753人 ／ 女：41,932人 〕うち外国人 6,346（7.67％）人 

         高齢化率 34.5％ 

 

【世 帯 数】 40,502世帯（令和８年３月 31日現在） 

 

【市町村類型】 Ⅱ－０   【地方交付税種地区分】 １－３ 

 

【産業別人口】 第１次産業    2,307人 〔   5.2％〕 

第２次産業   17,009人 〔  38.3％〕 

第３次産業   22,782人 〔  51.4％〕 

（分類不能）   2,265人 〔   5.1％〕 

合   計   44,363人 〔 100.0％〕 

※割合は、小数点以下第 2位を四捨五入のため、合計は 100とならない場合があります。 

                   （令和２年国勢調査） 

 

【花・木・鳥】  ササユリ・アカマツ・キジ（平成 17年 10月 5日） 



４ 

 

【特別職関係】 

➢ 特別職給料 

市 長 924,000円／月 

副市長 716,000円／月 

教育長 591,500円／月 

    

 

【議 員 関 係】 

➢ 議 員 数 

（平成 31年４月 18日改正） 

（令和８年４月１日現在） 

 

➢ 議員報酬（平成 17年４月１日適用）     期末手当（平成 17年４月１日適用） 

議 長 530,000円／月  6月 12月 加算率 

副議長 467,000円／月  160／100 170／100 20／100 

議 員 423,000円／月     

 

➢ 政務活動費（平成 19年４月１日適用） 

交 付 額 ／ 交付対象 1人月額  20,000円／個人 

 

➢ 期数別構成〔伊賀市議会議員期数〕（令和８年４月１日現在） 

期数 １期 ２期 ３期 ４期以上 計 

男 ２人 ３人 ６人 ２人 13人 

女 ４人 ０人 ２人 ２人  ８人 

計 ６人 ３人 ８人 ４人 21人 

 

➢ 年齢別構成（令和８年４月１日現在） 

年齢 25～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 計 

男 ― ０人 ４人 １人 ４人 ４人 13人 

女 ― ０人 ３人 ２人 ３人 ０人    ８人 

計 ― ０人 ７人 ３人 ７人 ４人 21人 

 

 

 

 

 条例定数 22人 

 実  数 21人 



５ 

 

【議 会 関 係】※令和５年７月 18日より通年議会実施（地方自治法第 102条第２項） 

１ 議 会 構 成 

➢ 正副議長選挙 

・立候補制を採用 

・開会会議（役選）当日、立候補者の所信表明会開催 

 

➢ 会派（R７.12.10現在）・党派（R７.12.10現在）別構成 

 党派  

会派名 
公明党 

日本 

共産党 

日本 

維新の会 
草の根 

運動いが 
無所属 計 

草の根・無所属 

フォーラム 
   ３人 ２人 ５人 

公 明 党 ３人     ３人 

きみと伊賀      ２人  ２人 

市民の風     ２人 ２人 

新 政 会     ２人 ２人※ 

会派に所属し 

ていない議員 
  １人 １人  ５人 ７人 

計 ３人 １人 １人 ３人 13人 21人 

  ※申し合わせにより議長は会派を離脱することとしている。 

 

➢ 常任委員会〔任期１年〕（令和７年 11月 14日現在） 

名  称 実数（定数） 所管事項（令和８年４月１日現在） 

総務常任委員会 

 

７人（ ７人） 

 

未来政策部、総務部、地域力創造部、財務

部、地域連携部、人権生活環境部、防災危

機対策局などの事項、その他の委員会に属

さない事項 

教育民生常任委員会 

 

７人（ ７人） 

 

健康福祉部、上野総合市民病院、教育委員

会の事項 

産業建設常任委員会 

 

６人（ ７人） 

 

産業農林部、建設部、消防本部、上下水道

部などの事項 

予算常任委員会 

 

20人（21人） 

(議長を除く全議員) 

予算及びこれに関する事項 

決算常任委員会 

 

  19人（20人） 

(議長、監査委員を除く全議員) 

決算及びこれに関する事項 

   （※予算・決算常任委員会の委員長は副議長、副委員長は総務常任委員長） 

 

 

 



６ 

 

➢ 議会運営委員会〔任期１年〕 

定  数 議会の議決による（６人） 

選出方法 議長が会議に諮って指名。正副委員長は、委員の互選による。 

 

２ 議会運営等 

 

  ※令和５年７月 18日より通年議会実施（地方自治法第 102条第２項） 

   会期：令和６年 11月 22日から令和７年 10月 31日（344日間） 

   開 催 月 会議期間 本会議日数 一般質問者数 

開会会議 11月 １日 １日  

定例月会議 12月、２月、６月、９月 106日  20日 延べ 67人 

緊急会議 １月、５月、６月 ３日 ３日  

閉会会議 10月 １日 １日  

 

 

 

➢ 議 案（令和６年 11月 22日から令和７年 10月 31日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※審査されなかった陳情等 21件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 提 出 議 案 合計 175件 

議

員

提

出

議

案 

議    案 合計  17件 

再 

 

掲 

条   例     ４件 

会 議 規 則     ０件 

意 見 書     ６件 

決   議     ３件 

そ の 他     ４件 

請    願 合計 ４件 

陳    情 合計 ０件 



７ 

 

➢ 一般質問 

質問形態 一括質問答弁方式及び一問一答方式 

通告期限 
定例月会議初日の翌日（その日が市の休日に当たるときは、その日

後の市の休日でない日）の正午まで。 

通告内容 
質問事項及び要旨のほか、質問の詳細を添え議長に提出する。 

なお、質問内容は、出来得る限り具体的に記入する。 

再 質 問 制限なし 

発言順位 抽選 

発言方法 １回目は登壇、再質問は自席から行う。 

発言時間 答弁を含めて 45分以内 

発言者数 
令和６年度の質問の実績（平均質問者数：16人） 

(12月)18人、(２月)17人、（６月）18人、(９月)14人 

関連質問 
一般質問全体を通じて質問は 1回。 

発言時間は答弁を含めて 10分以内。回数は制限なし。 

 

 

➢ 請 願 

提出期限 
定例月会議初日の８日前（その日が市の休日に当たるときは、その日

前の市の休日でない日）の午後５時まで（急施を除く） 

審査方法 委員会付託（発言・意見 ⇒ 採決） 

 

 

➢ 陳 情 

審査方法 陳情書の写しを全議員に配付 

 

 

➢ 会議録検索システム 

    平成 16 年第１回臨時会以降の本会議及び平成 22年９月以降の常任委員会の会議録

が閲覧・検索できる。 
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➢ 議会広報（令和７年度） 

平成 17年７月から「伊賀市議会だより」を発行 

発行回数 年４回（５月、８月、11月、２月） 

発行部数 33,800部／回（市広報と同時に自治会組織を通じ配布） 

印刷形式 A４版 16～20ページ 

編集方法 広報広聴委員会 

平成 16年 11月から伊賀市ホームページ（議会部門）開設 

アドレス 
URL:http://www.city.iga.lg.jp/ 

E-mail:gikai@city.iga.lg.jp 

 

 

➢ 議会に関するテレビ放映（伊賀上野ケーブルテレビ株式会社） 

伊賀市議会定例会の開会会議、定例月会

議及び予算常任委員会等 

（生中継及び再放送） 

平成 16年 12月定例会から中継開始  

（２月、６月、９月、11月、12月） 

議会だより 

（録画番組を１週間繰返放映） 

議会活動等をケーブルテレビの行政情報

番組の中で放映 

 

 

➢ ＹｏｕＴｕｂｅ配信（令和３年４月～） 

    「伊賀市議会チャンネル」を開設し、伊賀市議会定例会の開会会議、定例月会議 

及び各常任委員会の様子を配信。 

 

 

➢ 伊賀市議会 LINE公式アカウント（令和３年９月～） 

    伊賀市議会 LINE公式アカウントを開設し、市議会に関する情報を発信。 

 

 

➢ 議会事務局組織（７人） 

 

事務局長   議事課長   総務係長       総務係（１人） 

             

                 議事調査係長     議事調査係（２人） 

 

 

 

http://www.city.iga.lg.jp/
mailto:gikai@city.iga.lg.jp


【財政規模】

　１．令和８年度　予算

（単位：千円）

当　初　予　算　額

48,710,177

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 8,317,794

　　　事 業 勘 定 8,250,942

　　　診 療 所 費 66,852

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 37,619

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 10,997,960

サ ー ビ ス エ リ ア 特 別 会 計 9,311

後期高齢者医療特別会計 1,787,639

　　　　　　　　小                     計 21,150,323

病 院 事 業 会 計 6,109,539

　　　収 益 的 支 出 5,680,433

　　　資 本 的 支 出 429,106

水 道 事 業 会 計 5,183,612

　　　収 益 的 支 出 3,205,290

　　　資 本 的 支 出 1,978,322

下 水 道 事 業 会 計 4,308,353

　　　収 益 的 支 出 2,559,331

　　　資 本 的 支 出 1,749,022

　　　　　　　　小                     計 15,601,504

島 ヶ 原 財 産 区 特 別 会 計 28,718

大 山 田 財 産 区 特 別 会 計 13,045

　　　　　　　　小                     計 41,763

　　　　　合                                計 85,503,767

財
産
区

科　　　　　　　目

一         般         会         計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

企
　
業
　
会
　
計

 ９



　２．令和８年度　一般会計予算
　　　　　《歳　　　入》

当　初　予　算　額 ％

市　　税 15,035,125 30.9

分担金及び負担金 395,515 0.8

使用料及び手数料 455,125 0.9

財産収入 150,966 0.3

寄附金 1,050,048 2.2

繰入金 3,690,586 7.6

繰越金 500,000 1.0

諸収入 499,939 1.0

　　　　　　　　小                     計 21,777,304 44.7

地方譲与税 601,078 1.2

利子割交付金 36,672 0.1

地方消費税交付金 2,650,490 5.4

配当割交付金 136,505 0.3

株式等譲渡所得割交付金 192,314 0.4

ゴルフ場利用税交付金 190,958 0.4

法人事業税交付金 392,921 0.8

環境性能割交付金 2,406 0.0

国有提供施設等所在市町村助成交付金 1,680 0.0

地方特例交付金 215,041 0.4

地方交付税 10,414,947 21.4

交通安全対策特別交付金 7,192 0.0

国庫支出金 5,858,944 12.0

県支出金 3,162,725 6.5

市　　債 3,069,000 6.3

　　　　　　　　小                     計 26,932,873 55.3

48,710,177 100.0歳   入   合   計

（単位：千円）

科　　　　　　　目

自
　
主
　
財
　
源

依
　
存
　
財
　
源

 １０



《歳　　　出》

当　初　予　算　額 ％

274,941 0.6

7,815,060 16.0

16,331,464 33.5

5,052,111 10.4

60,289 0.1

2,185,927 4.5

3,016,435 6.2

2,617,680 5.4

1,982,568 4.1

4,055,061 8.3

210,000 0.4

5,078,641 10.4

30,000 0.1

48,710,177 100.0

《歳出予算の性質別構成》

当　初　予　算　額 ％

 人  　件　  費 9,919,203 20.4

 物　　件　　費 10,327,156 21.2

 維 持 補 修 費 510,008 1.0

 扶　　 助　　 費 8,862,161 18.2

 補  助  費  等 5,664,637 11.6

小　　　　　　計 35,283,165 72.4

 投 資 的 経 費 1,831,074 3.8

小　　　　　計 1,831,074 3.8

 公 　　債　　 費 5,078,641 10.4

 投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 2,206,614 4.5

 積　　 立 　　金 1,457,914 3.0

 繰 　　出　　 金 2,822,769 5.8

 予　　 備 　　費 30,000 0.1

小　　　　　　　計 11,595,938 23.8

48,710,177 100.0

（単位：千円）

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

合　　計

科　　　　目

合　　　　　　　　　　計

消
費
的
経
費
・
投
資
的
経
費
・
そ
の
他

労 働 費

農 林 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

（単位：千円）

科　　　　目

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

 １１
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３．令和８年度 議会費の内訳 

                        （単位：千円） 

区    分 当 初 予 算 額 

議員報酬・手当・共済費 172,927  

職員給・手当・共済費 62,078  

旅   費 4,923  

交 際 費 50  

需 用 費 6,255  

委 託 料 18,613  

備品購入費 30  

負担金・補助及び交付金 5,686  

そ の 他 4,379  

合     計 274,941  

 

 ４．主要財政指標（令和６年度） 

➢ 経常収支比率    99.3％  （令和６年度） 

➢ 財政力指数    0.61   （令和６年度） 

➢ 実質公債費比率   8.7％  （令和６年度） 

➢ 将来負担比率   48.1％  （令和６年度） 
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 ５．税率（令和８年度） 

市民税 

個人 
均等割：標 準 

所得割：標 準 

法人 
均等割：標 準 

所得割：標 準 

固定資産税        1.4％ 

国 民 健 康

保険税 

全被保険者 医療分 

所得割：  8.65％ 

均等割： 29,700円 

平等割： 24,200円 

賦課限度額：67万円 

後期高齢

者 

支援金分 

後期高齢者 

支援金分 

所得割：   3.00％ 

均等割：  11,000円 

平等割：  7,900円 

賦課限度額：26万円 

40歳以上 

65歳未満 

介護納付金

分 

所得割：  2.50％ 

均等割： 13,200円 

平等割：  6,500円 

賦課限度額：17万円 

全被保険

者 

子ども・子

育て支援金

分 

所得割：  0.26％ 

均等割※： 1,197円 

平等割：   731円 

賦課限度額： 3万円 

    ※18歳以上のみ 


